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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の人工筋肉繊維と、
　作動中に前記複数の人工筋肉繊維を電気的に刺激する少なくとも１つの導電材料とを含
み、
　前記複数の人工筋肉繊維の中心の長手方向軸は、前記少なくとも１つの導電材料の中心
の長手方向軸から離間しており、且つ前記少なくとも１つの導電材料の中心の長手方向軸
と平行に延びており、
　前記少なくとも１つの導電材料が、カーボンナノチューブ糸であり、
　前記複数の人工筋肉繊維が、長方形の配列に配置され、前記少なくとも１つの導電材料
が、前記人工筋肉繊維の間の間隙を占める、または
　前記複数の人工筋肉繊維が、六角形のアレイに配置され、前記少なくとも１つの導電材
料が、前記配列の中心を占める、アクチュエータデバイス。
【請求項２】
　第１の導電材料を第２の導電材料から絶縁する電気絶縁体をさらに含む、請求項１に記
載のアクチュエータデバイス。
【請求項３】
　前記少なくとも１つの導電材料が、前記複数の人工筋肉繊維を互いに結合する、請求項
１に記載のアクチュエータデバイス。
【請求項４】
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　おおむね円柱形である前記少なくとも１つの導電材料と、
　各々がおおむね円柱形である前記複数の人工筋肉繊維とをさらに含み、
　おおむね円柱形の前記複数の人工筋肉繊維の中心の長手方向軸は、おおむね円柱形の前
記少なくとも１つの導電材料の中心の長手方向軸から離間しており、且つおおむね円柱形
の前記少なくとも１つの導電材料の中心の長手方向軸と平行に延びている、請求項１に記
載のアクチュエータデバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　関連出願の相互参照
　本出願は、米国特許法第１１９条（ｅ）に従って、２０１６年１２月８日に出願された
米国仮特許出願第６２／４３１，７１７号及び２０１７年２月２３日に出願された米国仮
特許出願６２／４６２，５４４号の優先権を主張するものであり、参照によりその全体が
本明細書に援用される。
【０００２】
　撚りポリマー及びカーボンナノチューブ（ＣＮＴ）繊維及び糸に基づく、熱駆動式ねじ
りアクチュエータは、幅広い用途を有する。撚り及び／またはコイル状のポリマーを含む
人工筋肉アクチュエータは、低コスト、高生産量、及び設計の単純性という利点を有する
。人工筋肉アクチュエータは、非常に単純化されたエンジニアリング及びより低い製品コ
ストにより、小型モータを上回る利点を有し得る。
【発明の概要】
【０００３】
　一態様では、本開示によるアクチュエータデバイスは、複数の人工筋肉繊維及び、作動
中に複数の人工筋肉繊維を電気的に刺激する少なくとも１つの導電材料を含み得る。
【０００４】
　別の態様では、本開示によるアクチュエータデバイスは、少なくとも１つの人工筋肉繊
維及び少なくとも１つの高強度耐クリープ性繊維を含み得る。
【０００５】
　特許請求される主題の他の態様及び利点は、以下の説明及び添付の特許請求の範囲から
明らかになるであろう。
【０００６】
　本開示の特定の実施形態は、添付の図面を参照して以下に説明され、同様の参照番号は
同様の要素を示す。しかし、添付の図面は、本明細書に記載されている様々な実施態様を
示しており、本明細書に記載されている様々な技術の範囲を限定することを意味するもの
ではないことを理解されたい。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】本明細書に開示される１つまたは複数の実施形態による、人工筋肉アクチュエー
タの束の概略図である。
【図２】本明細書に開示される１つまたは複数の実施形態による、第２の人工筋肉アクチ
ュエータの束の概略図である。
【図３】本明細書に開示される１つまたは複数の実施形態による、第３の人工筋肉アクチ
ュエータの束の概略図である。
【図４】本明細書に開示される１つまたは複数の実施形態による、耐クリープ性を有する
人工筋肉アクチュエータの束の概略図である。
【図５】本明細書に開示される１つまたは複数の実施形態による、耐クリープ性を有する
第２の人工筋肉アクチュエータの束の概略図である。
【図６】本明細書に開示される１つまたは複数の実施形態による、ばねと平行するコイル
状の人工筋肉アクチュエータの概略図である。
【発明を実施するための形態】
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【０００８】
　本発明の実施形態の以下の詳細な説明では、本発明のより完全な理解を提供するために
、多くの具体的な詳細が述べられている。しかしながら、本発明がこれらの具体的な詳細
なしに実施され得ることは、当業者には明らかであろう。他の例では、説明を不必要に複
雑にすることを避けるために、周知の特徴は詳細には説明されていない。
【０００９】
　本開示の実施形態は、添付の図面を参照して詳細に説明される。様々な図の同様の要素
は、一貫性のために同様の参照番号で示され得る。さらに、本明細書に開示される実施形
態は、特許請求される主題のより完全な理解を可能にするために提供された特定の詳細な
しに実施され得ることは、当業者には明らかであろう。さらに、当業者であれば、添付の
図面での要素の縮尺が本開示の範囲から逸脱することなく異なり得ることを、容易に認識
するであろう。
【００１０】
　本開示の１つまたは複数の実施形態は、人工筋肉アクチュエータに関する。１つまたは
複数の実施形態は、人工筋肉アクチュエータを形成するための人工筋肉繊維の束を含む。
１つまたは複数の実施形態は、耐クリープ性を含む。本明細書に開示される実施形態が、
他の実施形態と組み合わせて使用され得るか、または上記の参照によって組み込まれたも
のなどの、他の既存のアクチュエータ技術に組み込まれ得ることを、当業者なら認識する
であろう。
【００１１】
　用語「または」は、他に明示的に述べられていない限り、「包含的なまたは」であると
理解される。「包含的なまたは」の定義の下では、表現「ＡまたはＢ」は、「Ａ単独、Ｂ
単独、またはＡとＢの両方」を意味すると理解される。同様に、「Ａ、Ｂ、またはＣ」は
、「Ａ単独、Ｂ単独、Ｃ単独、Ａ及びＢの両方、Ａ及びＣの両方、Ｂ及びＣの両方、また
はＡ及びＢ及びＣ」を意味すると理解される。
【００１２】
　本明細書に開示される実施形態によれば、カーボンナノチューブ層は、互いの上に積み
重ねられた複数のカーボンナノチューブ（ＣＮＴ）シートで構成される。１つまたは複数
の実施形態では、複数のＣＮＴシートは、それ自体の上に複数回巻き付けられた単一のシ
ートを含み得る。そのようなＣＮＴシートは、本明細書に開示される実施形態による、等
方性と考えられ得る。１つまたは複数の実施形態では、これらのＣＮＴシートは、互いの
上に積み重ねられると、本質的に分離不可能になり、巻き付けを解くことができない。場
合によっては、ＣＮＴ層は、５０枚のＣＮＴシート、１００枚のＣＮＴシート、またはそ
れ以上を含み得る。
【００１３】
　人工筋肉デバイスは、シート筋肉デバイス、ハイブリッドナノファイバー人工筋肉、ハ
イブリッド筋肉デバイス、ハイブリッドアクチュエータ、人工筋肉アクチュエータなどと
も呼ばれ得る。
【００１４】
　ハイブリッドという用語は、ＣＮＴシートにゲスト作動材料を浸透させて、１つまたは
複数のＣＮＴ層を形成すること、さらに、ＣＮＴ層が他の材料も含み得ることを示すのに
使用される。例えば、材料は、エラストマー（例えば、シリコーン系ゴム、ポリウレタン
、スチレン－ブタジエンコポリマー、天然ゴムなど）、フッ素化プラスチック（例えば、
ペルフルオロアルコキシアルカン（ＰＦＡ）、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）
、フッ素化エチレンプロピレン（ＦＥＰ）など）、アラミド（例えば、ケプラー、ノメッ
クスなど）、エポキシ、ポリイミド、パラフィンワックスなどを含み得る。
【００１５】
　本明細書に開示される実施形態では、糸は連結した繊維の長い、連続した長さである。
ＣＮＴ糸では、繊維はＣＮＴであり、コア繊維はＣＮＴ層が周りに巻き付けられている繊
維である。
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【００１６】
　用語「または」は、他に明示的に述べられていない限り、「包含的なまたは」であると
理解される。「包含的なまたは」の定義の下では、表現「ＡまたはＢ」は、「Ａ単独、Ｂ
単独、またはＡとＢの両方」を意味すると理解される。同様に、「Ａ、Ｂ、またはＣ」は
、「Ａ単独、Ｂ単独、Ｃ単独、Ａ及びＢの両方、Ａ及びＣの両方、Ｂ及びＣの両方、また
はＡ及びＢ及びＣ」を意味すると理解される。
【００１７】
　概して、本発明の実施形態は、筋肉繊維アクチュエータ技術の進歩に関する。例えば、
本発明の実施形態は、人工筋肉繊維の束を含む人工筋肉アクチュエータを含む。本発明の
実施形態は、耐クリープ性も含む。
【００１８】
　本発明の実施形態は、電気的、光学的、熱的、化学的、吸収により、または他の手段に
よって駆動されたとき、ねじり及び／または引張作動を生成する、撚紡績ナノ繊維糸及び
撚りポリマー繊維を含む、アクチュエータ材料または人工筋肉を含む。本発明の実施形態
は、コイル状糸またはポリマー繊維を利用するアクチュエータを含み、ニートであり得る
かゲストを含み得る。
【００１９】
　１つまたは複数の実施形態では、人工筋肉アクチュエータは束ねられた人工筋肉繊維で
構成される。本明細書に開示される実施形態によれば、一緒に束ねられた多くの小径繊維
は、同程度の全体直径の単一繊維と比較して、総トルク出力を増加させ得る。例えば、糸
の動力学の結果として、ポリマー筋肉繊維の出力は、巻き数／長さが直径に反比例すると
いう関係に従い得る。したがって、撚りの量を増やすと、繊維は所与の期間にわたってよ
り大きな出力を生成することが可能になり得る。したがって、筋肉繊維の束は、同じ寸法
の単一の繊維よりも大きなトルクを生成し得る。
【００２０】
　上述のように、１つまたは複数の実施形態では、作動が電気的に刺激され得るように、
アクチュエータは導電材料を含み得る。この導電材料は様々な方法で束に組み込まれ得る
。例えば、導電材料は、図１～図３に示されるように、繊維の束に組み込まれた１つまた
は複数のワイヤの形態をとり得る。
【００２１】
　図１は、本明細書に開示される１つまたは複数の実施形態による、人工筋肉アクチュエ
ータの束１００の概略図を示す。図１は、９つの人工筋肉繊維１０２及び４つの導電材料
ワイヤ構造１０４を含む。導電材料ワイヤ構造１０４は、人工筋肉繊維１０２の間の間隙
に形成され、人工筋肉繊維１０２は、長方形の配列に配置される。
【００２２】
　図２は、本明細書に開示される１つまたは複数の実施形態による、人工筋肉アクチュエ
ータの束２００の概略図を示す。図２は、導電材料ワイヤ構造２０４及び人工筋肉繊維２
０２が長方形の配列に配置されている構成を示す。
【００２３】
　本明細書に開示される実施形態は、長方形の配列に限定されない。図３は、本明細書に
開示される１つまたは複数の実施形態による、人工筋肉アクチュエータの束３００の概略
図を示す。図３は、導電材料ワイヤ構造３０４及び人工筋肉繊維３０２が六角形の配列に
配置されている構成を示す。
【００２４】
　本発明の実施形態が、図１～図３の構成だけに限定されないことを当業者なら理解する
であろう。人工筋肉繊維及び導電構造の数、ならびに人工筋肉繊維及び導電ワイヤ構造の
寸法は、用途に応じて変わり得る。
【００２５】
　さらに、これらの実施形態は、上述のような導電材料用の単なるワイヤ状構造に限定さ
れない。言い換えれば、導電材料は、束に組み込まれた任意の導電材料の形態をとり得る
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。例えば、導電材料は、繊維を一緒に保持するためのバインダーとしても機能し得る。
【００２６】
　１つまたは複数の実施形態では、人工筋肉アクチュエータの束内の導電材料に導電性コ
ーティングを使用し得る。導電性コーティングは、人工筋肉繊維の束を構成する１つまた
は複数の人工筋肉繊維の周りにコーティングされ得る。さらに、本明細書の実施形態に従
って、コーティングは繊維束全体を包含し得る。
【００２７】
　１つまたは複数の実施形態では、導電材料は、束内に存在する他の導電材料との接触か
ら絶縁され得る。これは、導電経路が人工筋肉アクチュエータを通ってループ状に延びる
筋肉束に特に有用であり得る。また、２つの導電性筋肉繊維が、互いに接触している設計
に特に有用であり得る。
【００２８】
　ワイヤはナノ繊維の束の中心に配置され得て、次いで、このワイヤにより、ワイヤにか
かり得る負担の軽減が高められ得る。ワイヤを個々の繊維の周りに巻き付ける必要がない
ので、製造コストも削減される。ポリマー繊維の周りに細い金属ワイヤを巻き付ける製造
工程は、多くの品質保証問題の原因となっている。金属ワイヤの断線による不完全な回路
により、そのサンプルは機能しない状態になり、廃棄しなければならない。
【００２９】
　単一の金属ワイヤを使用することにより、サンプルを巻いてコイル状にする装置のみが
可能となり、細いワイヤを巻いたり、導電層をコーティングしたりする必要はなくなる。
束ねられた人工筋肉は、大規模に生産することがより簡単である。
【００３０】
　回転による撚りの繰り返しにより、束の中心にある金属ワイヤが疲労して磨耗する可能
性がある。したがって、導電性のジュールヒーターには、より柔軟な材料を使用すること
が特に好ましい場合がある。カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）糸は、容易に疲労せず、人
工筋肉の寿命を大幅に延ばすため、この用途に特に好ましい。
【００３１】
　より頻繁に破断する導電経路は、人工筋肉繊維と接地との間の経路であり、これは双安
定人工筋肉及び角回転の異なる方向を必要とする筋肉に必要である。このワイヤは、例え
ば、角方向に回転するデバイスに取り付けられた場合には繰り返し屈曲を受ける。ワイヤ
の各セグメントにかかる応力の量を減少させる方法は、ワイヤの長さを長くすることによ
って行うことができるが、これは、好ましくないことに、最終製品の寸法を増大させる可
能性がある。この場合も、より柔軟な代替物が望まれ、この場合も、ＣＮＴ糸がこの導電
経路を提供するための理想的な選択肢を表す。
【００３２】
　接地ワイヤを中央のデバイスに取り付ける必要性を回避するための別の選択肢は、筋肉
繊維束自体の内部に導電性ループを設けることである。電源と反対側の人工筋肉束の端部
を除いて、互いに接触しないように絶縁する２つの導体があり得る。このようにして、電
流は、一方の導体を通って筋肉繊維の端部まで通過し、次いで、第１の導体と平行な他方
の導体を通って電源に戻る。導体が金属で構成されている場合。それらは、単に２つの導
体を電気的に接続するために、デバイスの端部にはんだ付けされ得る。これはさらに容易
な製造を可能にし得る。さらに、金属化されたＣＮＴ糸は、はんだ付けされ得る。さらに
、このプロセスは、導体がいくつかの人工筋肉の周りに巻き付けられた細いワイヤである
場合、及び人工筋肉繊維が、それらの表面に適用される連続的な導電層を有する場合に使
用され得る。電気的接続を形成するための他の技術は、導電性塗料を含み得て、これは、
導体として機能する高吸収性ＣＮＴ糸の実施形態に特に有用であり得る。
【００３３】
　導体間の非導電性ポリマー筋肉が、各導体を他から絶縁するように作用するように、導
体は、電気的接触を防ぐために絶縁層でコーティングされるか、または人工筋肉繊維束内
で、互いに反対側に配置され得る。
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【００３４】
　摩擦は、筋肉の束がどのように動作するかに大きな役割を果たす。束中の各人工筋肉繊
維間の摩擦力が高すぎると、各人工筋肉繊維は互いに独立して動作することができず、代
わりに単一の筋肉繊維として動くことになる。筋肉繊維間に生じる摩擦が十分に小さけれ
ば、筋肉繊維は互いに独立して動作することができる。束ねることの利点は、束と単一の
人工筋肉繊維の両方が同じ総直径を有する場合、単一の大きな高度に撚られた筋肉繊維よ
りも、一緒に束ねられた多くの小さな高度に撚られた筋肉繊維の方が、より多くのトルク
を生み出すことができることである。この驚くべき現象は、おそらく繊維のらせん角と単
位長さあたりに挿入できる撚りの数との関係によるものである。ｔａｎ（α）＝πＴＤ、
ここで、αは糸のらせん角、Ｔは１メートルあたりの撚り数、Ｄは繊維の直径である。人
工筋肉繊維セグメントの撚りの数が多いほど、トルク出力は大きくなる。
【００３５】
　電流が、導体を通って短絡するのを防ぐために、導体を互いに接触しないように絶縁す
ることが望ましい場合がある。これは、導電経路が筋肉を通ってループ状に延びる筋肉束
に特に有用であり得る。また、２つの導電性筋肉繊維が、互いに接触するような設計に特
に有用であり得る。細い銅線を適切に絶縁することは困難であるが、可能である。より容
易に絶縁させ得る最適な導電材料としてカーボンナノチューブを利用することも有用であ
り得る。別の選択肢は、人工筋肉繊維自体に導電性ポリマーまたは材料を使用することで
ある。これにより、さらに容易に適用される絶縁層を有し得る。
【００３６】
　人工筋肉繊維は、長期にわたって繰り返し使用するとクリープを起こす。クリープとは
、筋肉繊維自体の変形による筋肉の張力の損失である。クリープは時間の経過とともに発
生する自然なプロセスで、荷重、温度、及び重要なものでは繊維の特性など、様々な要因
に左右される。
【００３７】
　一般的な人工筋肉材料であるナイロンは、低コスト及び製造可能性という利点を有する
。残念なことに、ナイロンもクリープの影響を受けやすい。１つの手法は、ナイロンをク
リープの影響を受けにくいポリマー、またはカーボンナノチューブ糸などの他の高強度材
料に取り換えることである。
【００３８】
　１つまたは複数の実施形態では、筋肉繊維にかかる荷重の一部を取り除くことによって
、及び高強度耐クリープ性繊維を適用することによって、クリープを低減させ得る。１つ
または複数の実施形態では、筋肉繊維の束は、少なくとも１つの高強度耐クリープ性繊維
を含む。
【００３９】
　図４に見られるように、１つまたは複数の実施形態では、人工筋肉アクチュエータは、
中央の高強度繊維４２４の周りに六角形の配列で配置された人工筋肉繊維４０２の束を含
み得る。
【００４０】
　図５に見られるように、１つまたは複数の実施形態では、人工筋肉アクチュエータ５０
０は、配列の対角に一対の高強度繊維５２４を有する正方形の配列に配置された人工筋肉
繊維５０２の束を含み得る。
【００４１】
　回転する人工筋肉の場合、高強度繊維は全く作動させる必要がないので、高強度繊維を
、撚るまたはコイル状にする必要はない。高強度繊維の例は、Ｋｅｖｌａｒ（商標）及び
Ｖｅｃｔｒａｎ（商標）を含み得る。カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）糸は、クリープを
防止できると同時に筋肉繊維の電気的作動に必要なオーム加熱を提供し得る。撚られてい
ないナイロン繊維は、高度に撚られたナイロン繊維よりもわずかに大きいクリープへの耐
性を有し、これは、作動（撚られた）ナイロン繊維と非作動（撚られていない）ナイロン
繊維の組み合わせを、束内で一緒に使用し得ることを意味する。１つまたは複数の実施形
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態では、束全体を加熱及び冷却して作動を生じさせる必要があるので、熱容量を最小限に
するために小径の繊維が使用され得る。作動を生じない繊維を加熱すると、束のエネルギ
ー効率が低下し、冷却時間が増加する可能性があり、作動速度に悪影響を及ぼす。
【００４２】
　コイル状の直線作動筋肉はまた、筋肉と連携して作用する耐クリープ性材料を有するこ
とができる。図６に示すように、１つまたは複数の実施形態では、コイル状の人工筋肉６
０２と平行するばね６５２を適用することができる。ばね６５２は、図３に示されるよう
に人工筋肉繊維の周りに巻き得るか、または人工筋肉（図示せず）に、おそらく、繊維及
びばねの配列で並置され得る。
【００４３】
　本開示を限定された数の実施形態に関してのみ説明したが、本開示の利益を有する当業
者は、本発明の範囲から逸脱することなく他の様々な実施形態が考案され得ることを理解
するであろう。したがって、本発明の範囲は、添付の特許請求の範囲によってのみ限定さ
れるべきである。
【符号の説明】
【００４４】
　　１００　人工筋肉アクチュエータの束
　　１０２　人工筋肉繊維
　　１０４　導電材料ワイヤ構造
　　２００　人工筋肉アクチュエータの束
　　２０２　人工筋肉繊維
　　２０４　導電材料ワイヤ構造
　　３００　人工筋肉アクチュエータの束
　　３０２　人工筋肉繊維
　　３０４　導電材料ワイヤ構造
　　４０２　人工筋肉繊維
　　４２４　高強度繊維
　　５００　人工筋肉アクチュエータ
　　５０２　人工筋肉繊維
　　５２４　高強度繊維
　　６０２　コイル状の人工筋肉
　　６５２　ばね
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